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交野市水道事業経営のあり方について（答申） 

 

 令和５年４月２４日付交水総第１１号で諮問のあった標記の件について審議
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はじめに 

現在、全国的な水道事業の傾向として、人口減少や節水機器の普及により、今

後、水需要の低下が予測されており、一方で、施設の老朽化に対して、水道施設

の更新・耐震化対応が必要となっております。 

交野市では、持続的に安定した水道事業の運営を行っていくため、令和２年度

に市長の諮問機関として設置した交野市水道事業経営審議会において、水道料

金改定を踏まえた水道事業経営のあり方について、令和３年度に答申（以下、「前

回答申」といいます。）いたしました。 

一方で、昨今の物価の高騰や工事等の人件費の上昇といった社会情勢の変化

に伴い、燃料費や建設改良費の高騰など交野市水道事業の経営状況も大きく変

化し、前回答申を踏まえた水道料金改定の内容では、経営方針に掲げる項目が達

成できず、達成するためにはさらなる水道料金改定が必要となる試算となりま

した。 

そのため、昨今の社会情勢や新たな水道事業運営の可能性に加え、新たな要素、

具体には下記の市長提案施策の効果を加味し、改めて水道料金改定を含む交野

市水道事業経営のあり方について審議を重ね、この度、これまでの審議結果につ

いて取りまとめができましたので答申いたします。 

なお、本答申の内容は、本審議会の諮問趣旨を踏まえて、前回答申を踏襲しつ

つも、今回改めて審議した内容を追加、修正したものとなっています。 

 

市長提案施策 

   ・国の補助事業の採択による財源（補助金）の確保 

・余剰資金の基金への拠出による、より高い利子の確保 

・新規起債時の借入条件の見直しによる利息の減少 

 

 

答申 

交野市の水道事業は、住民が安心して、水道を安定的に継続して利用いただく

ため、厳しい経営状況のもと、これまで委託化の拡大や職員の削減などの経営の

効率化に積極的に努めつつ、また浄水場やポンプ施設の更新にも取り組んでこ

られました。 

今後、特に基幹管路の更新増加と水道料金収入の減少が見込まれるなか、本審

議会では、前回答申の内容を踏まえて、昨今の社会情勢や新たな水道事業運営の

可能性等、新たな要素を加味し、改めて水道料金改定を含む交野市水道事業経営

のあり方について検討いたしました。 
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その結果、現在の料金水準のままでは収益的収支は損失が拡大し、令和 10年

度には健全な水道事業の経営のために必要な資金残高の水準を下回り、令和 11

年度には資金残高が枯渇する見込みであり、このままでは健全な経営を阻害し、

ひいては資金収支が悪化して安定した給水にも支障を及ぼすこととなります。 

上記を踏まえ、水道料金改定について検討した結果、今後の経営環境や収支見

通しから、給水収益を確保するための料金の引き上げと、給水量が減少する状況

においても給水収益への影響が小さくなるような料金体系とすることが必要で

あると判断しました。 

なお料金改定にあたっては、使用者間の負担の公平性や、使用水量による利用

者の改定率が激変することのないよう配慮する必要があります。 

今後、水道事業経営の基盤強化のため、一層の経営の効率化を検討した上で、

次の経営方針をもって水道事業を運営していただきたい。 

 

 

１．経営方針について 

（１）料金回収率（供給単価／給水原価）の改善 

・100％以上とする。 

（２）資金残高の確保 

・事業経営を持続するために必要な資金残高を８億円程度とする。 

（３）企業債残高の抑制 

・企業債残高について、約 100億円未満とする。 

・更新投資に係る企業債比率を 60％以下（ただし、令和７年度までは

80％以下）とする。 

（４）投資経費の抑制（令和８年度まで） 

・「交野市水道施設整備計画」（平成 31年３月）について、重要度・優

先度による順位付けにより投資計画を見直し、建設改良費を令和８年

度まで、毎年 5億円程度に抑制する。 

（５）料金改定 

・改定時期及び改定率については、上記（１）～（４）を踏まえたもの

とする（詳細は「２．水道料金改定について」を参照）。 

（６）料金体系の見直し 

・経営の安定化を図りつつ、昨今の社会情勢に合わせ、利用者の過度な負

担とならないように設定する（詳細は「３．水道料金体系の見直しにつ

いて」を参照）。 
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２．水道料金改定について 

（１）料金改定時期について 

水道料金改定は現在凍結中ですが、できるだけ早いタイミングで解除するこ

とが望ましい状況です。 

令和 10年度まで料金改定を実施しなかった場合、給水原価が供給単価を上回

る状態が続き、当年度純利益も継続してマイナスとなる見込みです。 

また、料金改定を実施する場合、議会承認などの手続きが必要であり、その後、

住民への周知やシステム改修に要する期間等を確保する必要があります。 

そのため料金改定の時期は、令和 6 年 4 月に実施することが妥当であると考

えます。 

 

（２）料金改定率 

今後の財政シミュレーションについて、前回答申を踏襲しながら最新の経済

情勢を反映させた結果、料金改定から 5 年間は、供給単価が給水原価を上回る

状態を維持するためには、現状から 19％程度の料金改定が必要となることが試

算されました（令和 6年 4月に料金改定をした場合）。 

この結果について、新たな要素として、先述の市長提案施策の効果を加味した

ところ、平均約 16％程度の改定により、料金改定から 3 年間は目標資金残高の

8億円以上を確保でき、更新投資に必要な財源（自己資金）を確保し、更新投資

に係る事業費の企業債比率の割合を抑えることが可能となる見込みです。 

そのため、料金改定率は、平均約 16％程度とすることが妥当であると考えま

す。 

なお、料金改定に係る料金算定期間（令和 6 年から令和 8 年の 3 年間）にお

ける財政シミュレーションでは、以下の事項を考慮して検討しています。 

・実績に即した将来予測の有収水量の見直し 

・開発等によって見込まれる有収水量の反映 

・一般会計からの法定内繰入金（消火栓や児童手当等に要する経費）の反映 

・昨今の社会情勢を踏まえた燃料費等の物価や、工事等の人件費の上昇 

市長提案施策 

・国の補助事業の採択による財源（補助金）の確保 

・余剰資金の基金への拠出による、より高い利子の確保 

・新規起債時の借入条件の見直しによる利息の減少 
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３．水道料金体系の見直しについて 

（１）基本的事項 

交野市の現行の料金体系は、基本料金と従量料金からなる二部料金制を採用

し、基本料金は用途別口径別によって異なる料金設定とし、従量料金は使用水量

に応じて単価が逓増する逓増型を採用しています。 

また、13・20 口径（一般家庭用向け）の利用者には、基本水量 8 ㎥を付与し

ています。 

 

（２）基本料金・従量料金の割合 

経営の安定化の観点からは、基本料金割合を増加させる料金体系が望ましい

です。 

しかし、基本料金割合を増加させると現状の基本料金を大幅に増額する必要

があるため、利用者への影響も考慮する必要性があります。 

そこで、現状より基本料金割合を引き上げること（経営の安定化）、料金改定

による利用者間負担に大きな差が生じないこと（利用者への公平性）の双方を考

慮して、料金体系を検討することが妥当です。 

 

（３）基本料金 

経営の安定化のためには、上述の通り基本料金割合を引き上げる必要があり

ますが、利用者に過度な負担とならないように設定する必要があります。 

そこで、全体の料金改定を平均約 16％程度とする中、基本料金については、

現状より 18％程度引き上げることで、基本料金収入割合の増加を図ることが妥

当であると考えます。 

 

（４）基本水量の設定 

基本水量は、公衆衛生上の観点から水利用を促すという当初の役割を一定終

えていると考えられ、現状では水道料金算定要領でも基本水量を付与しない料

金体系が原則とされています。 

ただし、水道料金算定要領において、経過的に「基本水量を付与する料金は、

料金の激変を招かないよう漸進的に解消するものとし、経過的に存置すること

はやむを得ない。」とされており、また基本水量以下の利用者の件数が増加して

いる交野市の現状や、基本水量を付与しないことは少量利用者の急激な負担増

になることを考慮し、今回の料金改定では基本水量の見直しは実施しないこと

が妥当であると考えます。 

なお、将来的には基本水量を付与しない料金体系の検討が必要であると考え

ます。 
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（５）従量料金・逓増度 

従量料金は使用量に応じて回収するものであり、負担の公平性から見ると「水

道料金算定要領」にもあるとおり一律単価とすることが考えられます。 

現状は、逓増型従量料金となっており、仮に従量料金単価を一律とすると、使

用量の少ない水量区画の従量料金単価を大幅に引き上げる必要があり、少量利

用者の負担が大きくなることになります。 

そこで従量料金は、昨今の社会経済情勢を踏まえ、引き続き逓増型の料金体系

としながらも、少量利用者に過度な負担とならないように、０～10 ㎥の区画単

価は 12％程度、11～20 ㎥の区画単価は 14.5％程度、21～30 ㎥の区画単価は

15.5％程度、31～100 ㎥及び 101 ㎥～の区画単価は 18％程度それぞれ現行より

引き上げることが妥当であると考えます。 

なお、将来的には、負担の公平性の観点から、従量料金単価の逓増度のあり方

について、さらなる検討が必要であると考えます。 

 

（６）用途別料金の設定（臨時用・浴場用） 

臨時用は、開発事業者等が工事などで一時的に利用するものであり、浴場用は、

現状、交野市で公衆浴場を開設している利用者はいない状況です。 

一般用の水道料金全体の改定率が平均約 16％程度であるため、臨時用、浴場

用ともに、基本料金及び従量料金を、現状より一律で約 16％程度改定すること

が妥当であると考えます。 

 

（７）料金表 

これらを踏まえ、料金表については別表のとおりとすることが妥当であると

考えます。 

 

４．附帯意見 

（１）継続的な投資・経営の効率化の取り組み 

平成 31年 3月に策定した「交野市水道ビジョン」では、交野市水道事業の基

本的理念及びその基本的理念を実現するための実施方策を掲げ、持続的な水道

事業経営を実現するための具体的な取組を示しています。 

これらの取組については継続的な実施と更なる効率化・健全化が望まれるた

め、絶えず計画内容等の見直しを行い、一層のコスト縮減が図られるよう努める

ことを提言します。 
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（２）料金改定等に関する使用者への広報活動 

実質的な料金改定は、平成 12年度以来、約四半世紀ぶりの改定となることか

ら、まずは、利用者にその料金改定の必要性を十分に理解してもらえるように説

明する必要があると考えます。また料金改定の内容についても、利用者に分かり

やすく情報提供するよう、周知方法や時期等については十分配慮する必要があ

ります。 

そのため、ホームページや広報紙などのあらゆる媒体を活用した広報活動に

努めることを提言します。 

 

（３）今後の水道料金の検討について 

水道料金は、市民生活に直結したものであり、その影響は多大です。 

全国的に人口減少や節水機器の普及等による水需要の減少が想定される状況

や、絶えず施設等の更新が必要な状況を踏まえると、水道事業の安定した経営を

行う上では、水道料金の適時適切な検討、見直しが必要であると考えます。 

また、昨今の社会情勢の変化はめまぐるしく、交野市の水道事業の経営環境も

同様に変化していくことが想定されます。 

そのため、３年を目安に、その時代にあった水道料金について検討することを

提言します。 

 

（４）市民への負担軽減策の検討について 

昨今の社会情勢による物価の高騰等は市民生活へ多大な影響を与えています。

一方で、水道事業の安定した経営を行う上では水道料金改定が必要な状況です。

そのため、市民生活への多大な影響も考慮し、水道料金改定による影響に配慮し

た市民への負担軽減策を交野市として検討されることを提言します。 

 

 

おわりに 

今回「交野市水道事業経営のあり方について」諮問があり、これまで審議して

きた結果を答申としてまとめました。 

答申した料金表については、約四半世紀ぶりの料金改定ということもあり、利

用者の急激な負担増にならないことに配慮したものとなっており、基本水量の

あり方や従量料金単価のあり方については、将来的な料金体系の見直しを検討

する際の課題として挙げています。 

今後、社会情勢や経営環境が想定以上に変化することも考えられることから、

料金体系のあり方については、その時代にあったものとなるよう継続的な検討

が必要であると考えます。  
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【別表】料金表（現行）・料金表（答申）  

■ 料金表（現行） 

 

 

■ 料金表（答申） 
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【参考１】 審議会委員名簿 

交野市水道事業経営審議会委員 

順不同・敬称略 

氏 名 所  属 

◎ 後
ご

 藤
とう

 和
かず

 子
こ

 摂南大学 経済学部教授 

覚
かく

 道
どう

 慎
しん

 一
いち

 大阪広域水道企業団 東部水道事業所長 

森
もり

 本
もと

 憲
のり

 卓
たか

 交野市上下水道組合代表 

山
やま

 﨑
ざき

 歩
あゆ

 美
み

 交野市商業連合会代表 

竹
たけ

 内
うち

 健
けん

 二
じ

 交野市工業会代表 

代
よ

 永
なが

   京
みやこ

 交野市消費生活問題研究会代表 

〇 畑
はた

 山
やま

 泰
やす

 雄
お

 区長会 会長 

市
いち

 岡
おか

 伊佐男
い さ お

 区長会  

            ◎は会長、〇は副会長 
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【参考２】 審議会開催状況 

 

区分 開催日時・場所 議事 

第
１
回 

令和 5年 4月 24日（月）10:00～ 

交野市星の里浄水場 会議室 

・交野市水道事業の経営状況につ

いて 

・今後の審議会スケジュールにつ

いて 

第
２
回 

令和 5年 7月 14日（金）15:30～ 

私市ポンプ場 会議室 

・料金改定の検討にあたって 

・財政シミュレーションの前提条

件 

・財政シミュレーション（成行） 

・市長提案施策と財政シミュレー

ション（施策実行） 

・料金改定の検討 

第
３
回 

令和 5年 8月 7日（月）15:30～ 

私市ポンプ場 会議室 

・水道料金制度の概要 

・新しい水道料金体系の検討 

第
４
回 

令和 5年 8月 28日（月）15:30～ 

私市ポンプ場 会議室 

・新しい水道料金体系の検討（パタ

ーン別比較） 

第
５
回 

令和 5年 9月 15日（金）15:30～ 

私市ポンプ場 会議室 
・答申書（案）について 

答
申 

令和 5年●月●日（●）提出 
・交野市水道事業経営のあり方に

ついて（答申） 

 


